
（１）金銭交付の全容　①②

中央省庁の補助金等交付状況、事業発注状況に関する予備的調査

所管中央省庁名 国立国会図書館

（１）金銭交付の全容
①金銭交付の件数

件

件

225 件

②金銭交付の総額

百万円

百万円

9,330 百万円

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成18年度

機関名 国立国会図書館

平成16年度

平成17年度

備考

調査中

調査中

備考

調査中

調査中



（１）金銭交付の全容　③④

（１）金銭交付の全容
③金銭交付件数の多い相手先団体の名称と件数及び金銭交付総額（上位30団体）
④③の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 金銭交付総額
（件） （百万円）

16

平成17年度
件数 金銭交付総額
（件） （百万円）

17

平成18年度
件数 金銭交付総額 備考
（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1
衆議院共済組合

36 1,284 - - 調査したところ、相
手先から不承との回
答があった。

18 2 株式会社日立製作所 10 1,383 54 46

18 3

ＮＴＴファイナンス株式会社

9 832 1 1 同社は、「エヌ・
ティ・ティ・リース
株式会社」から社名
変更

18 4 センチュリー･リーシング・システム株式会社 9 325 0 0

18 5 株式会社ニチマイ 8 269 0 0

18 6 日立キャピタル株式会社 7 212 0 0

18 7 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 7 204 5 5

18 8 日本電気株式会社 7 153 44 40

18 9 新日鉄ソリューションズ株式会社 6 84 1 0

18 10
太平ビルサービス株式会社

5 236 - - 調査したが、相手先
から回答が得られな
かった。

18 11 株式会社山武 4 254 30 30

18 12
丸善株式会社

4 197 - - 調査したが、相手先
から回答が得られな
かった。

18 13 富士通株式会社 4 181 33 33

18 14 株式会社紀伊国屋書店 4 108 0 0

18 15 東日本電信電話株式会社 4 79 3 3

18 16 日本電子計算機株式会社 4 63 4 4

国 家 公 務 員 再 就職 者の

調査中

年度

番号

番号 相手先団体の名称

番号 相手先団体の名称

相手先団体の名称年度

年度

備考

調査中

備考



（１）金銭交付の全容　③④

18 17
アクセンチュア株式会社

3 763 - - 調査したが、相手先
から回答が得られな
かった。

18 18
日本通運株式会社

3 503 - - 調査したところ、相
手先から不承との回
答があった。

18 19 ナカバヤシ株式会社 3 141 0 0

18 20 コダック株式会社 3 80 0 0

18 21
エルゼビア・ビーブイ

3 61 - - 調査したが、相手先
から回答が得られな
かった。

18 22 水戸事務用品株式会社 3 27 0 0

18 23 株式会社ムサシ 2 114 0 0

18 24 富士通リース株式会社 2 96 0 0

18 25 富士マイクロ株式会社 2 79 0 0

18 26 東京ガス株式会社 2 52 5 5

18 27 社会福祉法人日本ライトハウス 2 46 0 0

18 28 株式会社インターネットイニシアティブ 2 31 1 1

18 29 エヌ・ティ・ティ・データ東京エス・エム・エス株式会社 2 27 0 0

18 30 シーメンス株式会社 2 26 0 0



（１）金銭交付の全容　⑤⑥

（１）金銭交付の全容
⑤金銭交付総額の多い相手先団体の名称と件数及び金銭交付総額（上位30団体）
⑥⑤の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 金銭交付総額
（件） （百万円）

16

平成17年度
件数 金銭交付総額

（件） （百万円）
17

平成18年度
件数 金銭交付総額 備考

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1 株式会社日立製作所 10 1,383 54 46

18 2
衆議院共済組合

36 1,284 - - 調査したところ、
相手先から不承と
の回答があった。

18 3

ＮＴＴファイナンス株式会社

9 832 1 1 同社は、「エヌ・
ティ・ティ・リー
ス株式会社」から
社名変更

18 4
アクセンチュア株式会社

3 763 - - 調査したが、相手
先から回答が得ら
れなかった。

18 5
日本通運株式会社

3 503 - - 調査したところ、
相手先から不承と
の回答があった。

18 6 センチュリー･リーシング・システム株式会社 9 325 0 0

18 7 株式会社ニチマイ 8 269 0 0

18 8 株式会社山武 4 254 30 30

18 9
太平ビルサービス株式会社

5 236 - - 調査したが、相手
先から回答が得ら
れなかった。

18 10 日立キャピタル株式会社 7 212 0 0

18 11 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 7 204 5 5

18 12
丸善株式会社

4 197 - - 調査したが、相手
先から回答が得ら
れなかった。

18 13 富士通株式会社 4 181 33 33

18 14 新日本製鐵株式会社 1 164 1 0

年度 番号 相手先団体の名称
備考

年度 相手先団体の名称番号

調査中

調査中

国家公 務 員 再 就職 者の

年度 番号 相手先団体の名称
備考



（１）金銭交付の全容　⑤⑥

18 15 日本電気株式会社 7 153 44 40

18 16 ナカバヤシ株式会社 3 141 0 0

18 17 株式会社ムサシ 2 114 0 0

18 18 株式会社紀伊国屋書店 4 108 0 0

18 19 株式会社エネット 1 96 0 0

18 20 富士通リース株式会社 2 96 0 0

18 21 新日鉄ソリューションズ株式会社 6 84 1 0

18 22 コダック株式会社 3 80 0 0

18 23 富士マイクロ株式会社 2 79 0 0

18 24 東日本電信電話株式会社 4 79 3 3

18 25 株式会社アサヒファシリティズ 1 66 0 0

18 26 日本空調サービス株式会社 1 65 2 0

18 27 日本電子計算機株式会社 4 63 4 4

18 28
エルゼビア・ビーブイ

3 61 - - 調査したが、相手
先から回答が得ら
れなかった。

18 29
日鐵リース株式会社

1 58 - - 調査したところ、
相手先から不承と
の回答があった。

18 30
石川島播磨重工業株式会社

1 52 - - 調査したが、相手
先から回答が得ら
れなかった。
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